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2021年
3月期
決算

2022年
3月期
決算

増減
2021年
4月期～
6月期

2022年
4月期～
6月期

増減

営業収益 38,376 36,569 △ 1,807 9,022 8,535 △ 486

郵便業務等収益 20,499 20,219 △ 279 4,842 4,709 △ 133

銀行代理業務手数料 3,663 3,543 △ 119 935 897 △ 37

生命保険代理業務手数料 2,070 1,902 △ 168 486 349 △ 136

郵便局ネットワーク維持交付金 2,934 2,909 △ 24 727 702 △ 25

国際物流業務等収益 7,496 6,872 △ 624 1,810 1,619 △ 190

その他の営業収益 1,711 1,120 △ 590 220 256 + 36

営業費用 36,825 35,086 △ 1,739 8,653 8,268 △ 385

人件費 22,669 22,178 △ 490 5,594 5,205 △ 388

経費 14,156 12,907 △ 1,248 3,059 3,062 + 2

営業利益 1,550 1,482 △ 68 368 267 △ 100

営業外収益 77 61 △ 16 17 27 + 10

営業外費用 136 108 △ 27 40 21 △ 18

経常利益 1,491 1,435 △ 56 345 273 △ 72

特別利益 170 167 △ 3 16 55 + 38

特別損失 1,083 245 △ 838 7 2 △ 5

税金等調整前当期純利益 578 1,357 + 778 354 326 △ 28

法人税等 27 433 + 406 23 30 + 6

当期純利益 551 923 + 372 330 296 △ 34

非支配株主に帰属する当期純損益 16 △ 9 △ 25 3 △ 1 △ 5

親会社株主に帰属する当期純利益 534 932 + 398 326 297 △ 29

2021年
3月期
決算

2022年
3月期
決算

増減
2021年
4月期～
6月期

2022年
4月期～
6月期

増減

営業収益 20,684 20,412 △ 272 4,885 4,750 △ 135
営業費用 19,447 19,389 △ 57 4,681 4,710 + 28

人件費 12,358 12,212 △ 145 3,006 3,028 + 21
給与手当等 10,253 10,142 △ 111 2,492 2,508 + 15

退職給付費用 443 434 △ 8 108 114 + 5

法定福利費 1,661 1,635 △ 25 406 406 + 0
経費 7,088 7,176 + 88 1,675 1,681 + 6

郵便窓口業務費 2,005 1,986 △ 19 487 482 △ 5
減価償却費 813 708 △ 105 181 168 △ 12
租税公課 256 278 + 22 67 66 △ 1
集配運送委託費 2,117 2,207 + 90 526 511 △ 15
その他 1,895 1,995 + 99 412 454 + 41

営業利益 1,237 1,022 △ 214 203 39 △ 163

1

１．日本郵便（連結）

２．郵便・物流事業 単位：億円

注：単位未満切捨てのため合計が一致しないことがあります。

注：単位未満切捨てのため合計が一致しないことがあります。

単位：億円
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３．郵便局窓口事業 単位：億円

注：単位未満切捨てのため合計が一致しないことがあります。

単位：百万豪ドル４．国際物流事業

注1 ： 単位未満切捨てのため合計が一致しないことがあります。
注2 ： 2023年3月期及び2022年3月期のセグメント間の一部事業の組替えにより、各期の数値を組替えています（全体合計額は一致）。
注3 ： エクスプレス事業の「2022年3月期決算」及び「2021年4月期～6月期」の営業損益（EBIT）には、IFRSに基づき停止した減価償却費を計上（これに伴う影響はコーポレート等で取消）。
注4 ： エクスプレス事業は、2021年8月31日付で事業譲渡が完了。

2021年
3月期
決算

2022年
3月期
決算

増減
2021年
4月期～
6月期

2022年
4月期～
6月期

増減

営業収益 12,434 11,517 △ 916 2,862 2,696 △ 165
郵便手数料 2,005 1,986 △ 19 487 482 △ 5
銀行手数料 3,663 3,543 △ 119 935 897 △ 37
保険手数料 2,070 1,902 △ 168 486 349 △ 136
郵便局ネットワーク維持交付金 2,934 2,909 △ 24 727 702 △ 25
その他の収益 1,760 1,175 △ 584 225 264 + 38

物販事業 1,029 380 △ 648 72 70 △ 1

不動産事業 373 332 △ 40 77 68 △ 8

提携金融事業 91 75 △ 15 20 11 △ 8
その他 266 386 + 120 55 113 + 57

営業費用 12,057 11,272 △ 785 2,748 2,488 △ 260
人件費 8,383 8,330 △ 52 2,084 1,805 △ 278

給与手当等 6,811 6,791 △ 20 1,699 1,481 △ 218
退職給付費用 468 458 △ 10 114 91 △ 23
法定福利費 1,103 1,081 △ 22 269 233 △ 36

経費 3,673 2,941 △ 732 664 682 + 18
減価償却費 423 368 △ 54 96 88 △ 8
租税公課 185 203 + 18 48 48 △ 0
その他 3,064 2,369 △ 695 519 546 + 27

営業利益 377 245 △ 131 113 207 + 94

2021年
3月期
決算

2022年
3月期
決算

増減
2021年
4月期～
6月期

2022年
4月期～
6月期

増減

営業収益 9,843 8,279 △ 1,564 2,148 1,750 △ 397
エクスプレス事業 2,790 1,194 △ 1,595 706 - △ 706
フォワーディング事業 1,543 3,038 + 1,494 503 773 + 269
ロジスティクス事業 4,781 3,324 △ 1,456 763 813 + 49
コーポレート等 727 721 △ 6 175 163 △ 11

営業損益（EBIT） 46 346 + 300 77 44 △ 33
エクスプレス事業 △ 78 △ 19 + 59 △ 6 - + 6
フォワーディング事業 4 212 + 207 20 53 + 33
ロジスティクス事業 162 136 △ 26 26 12 △ 14

コーポレート等 △ 42 17 + 59 36 △ 21 △ 58
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注1：四捨五入の関係で、計数が不一致の場合があります。
注2：選挙郵便物とは、公職選挙法第142条に規定する通常葉書のことをいいます。

2021年
3月期
累計

2022年
3月期
累計

増減
2021年
4月期～
6月期

2022年
4月期～
6月期

増減

ゆうパック 438 447 + 8 435 431 △ 4

(再掲)ゆうパック（ゆうパケット除く） 651 646 △ 4 644 633 △ 12

(再掲)ゆうパケット 188 181 △ 7 183 180 △ 3

ゆうメール 64 65 + 1 67 66 △ 1

（参考）荷物単価 単位：円

注：記載金額は、単位未満を四捨五入して表示しています。

５．引受郵便物等物数 単位：千通・個

2021年
3月期
決算

2022年
3月期
決算

増減
2021年
4月期～
6月期

2022年
4月期～
6月期

増減

総計 19,634,137 19,192,732 △ 441,404 4,548,743 4,433,211 △ 115,533
郵便物 15,244,033 14,857,863 △ 386,170 3,501,342 3,413,636 △ 87,705

内国 15,221,007 14,833,119 △ 387,888 3,495,172 3,409,272 △ 85,900
普通 14,713,066 14,329,819 △ 383,247 3,376,132 3,283,764 △ 92,367

第一種 7,765,391 7,675,104 △ 90,287 2,105,416 2,008,691 △ 96,725
第二種 5,185,488 5,049,532 △ 135,956 1,216,062 1,200,889 △ 15,173

第三種 178,738 173,491 △ 5,247 44,217 42,514 △ 1,703

第四種 16,641 16,634 △ 6 4,442 4,083 △ 359
年賀 1,556,543 1,367,774 △ 188,769 - - -
選挙　 10,265 47,284 + 37,018 5,996 27,588 + 21,592

特殊 507,941 503,300 △ 4,641 119,040 125,508 + 6,468
国際（差立） 23,026 24,743 + 1,717 6,170 4,364 △ 1,806

通常 13,363 13,324 △ 39 3,456 2,403 △ 1,053
小包 2,459 2,849 + 390 721 421 △ 300
国際スピード郵便 7,204 8,570 + 1,366 1,993 1,540 △ 453

荷物 4,390,104 4,334,870 △ 55,234 1,047,402 1,019,575 △ 27,827
ゆうパック 1,090,792 988,575 △ 102,218 246,811 232,684 △ 14,127
（再掲）ゆうパケット 496,660 420,125 △ 76,535 111,016 102,861 △ 8,155
ゆうメール 3,299,312 3,346,295 + 46,984 800,591 786,891 △ 13,700
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（参考） 2020年度 2021年度

営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益

荷物（ゆうパック、ゆうメール） 6,851 5,782 1,070 6,532 5,579 953

（対前年増減） + 187 + 138 + 49 △ 319 △ 203 △ 117

4

６．郵便事業の収支の状況
単位：億円

注：記載金額は、単位未満を四捨五入して表示しています。

単位：億円

2020年度 2021年度

営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益

郵便物 13,031 12,791 240 12,770 12,692 78

（対前年増減） △ 650 △ 514 △ 136 △ 261 △ 99 △ 162

内国郵便業務 12,378 12,203 175 12,003 11,988 15

（対前年増減） △ 386 △ 268 △ 118 △ 375 △ 215 △ 160

第一種（封書） 6,820 6,753 67 6,656 6,624 31

（対前年増減） + 28 + 85 △ 58 △ 164 △ 128 △ 36

第二種（はがき） 3,523 3,547 △ 25 3,364 3,401 △ 38

（対前年増減） △ 433 △ 305 △ 128 △ 159 △ 146 △ 13

第三種（雑誌、新聞） 81 140 △ 59 78 134 △ 56

（対前年増減） △ 5 △ 7 + 1 △ 3 △ 6 + 3

第四種（通信教育等） 9 18 △ 9 9 18 △ 9

（対前年増減） + 1 + 1 + 0 + 0 + 1 △ 0

郵便法第四十四条第一項に規定する特殊取扱郵便物 1,032 963 70 983 983 0

（対前年増減） △ 19 △ 75 + 56 △ 49 + 20 △ 70

郵便法第四十四条第二項に規定する特殊取扱郵便物 914 783 131 913 827 86

（対前年増減） + 42 + 32 + 10 △ 1 + 44 △ 45

国際郵便業務 654 589 65 767 704 63

（対前年増減） △ 264 △ 246 △ 18 + 113 + 116 △ 2

通常郵便物 227 198 29 226 196 30

（対前年増減） △ 49 △ 82 + 32 △ 1 △ 2 + 1

小包郵便物 126 116 10 152 145 7

（対前年増減） △ 28 △ 14 △ 14 + 26 + 28 △ 3

EMS郵便物 301 274 26 389 364 26

（対前年増減） △ 187 △ 151 △ 36 + 89 + 89 △ 0

注1：郵便法第六十七条第七項の規定に基づき、郵便物の種類等ごとの収支の状況を明らかにするものです。
注2：記載金額は、単位未満を四捨五入して表示しています。
注3：郵便法第四十四条第一項に規定する特殊取扱郵便物とは、書留、引受時刻証明、配達証明、内容証明及び特別送達の特殊取扱とした郵便物をいいます。
注4：郵便法第四十四条第二項に規定する特殊取扱郵便物とは、上記以外の特殊取扱（速達等）とした郵便物をいいます。
注5：2020年度の記載金額は、当該年度決算で反映された過年度の国際郵便（通常郵便物）に係る営業収益（△71億円）および営業費用（△1億円）の修正を、

各発生年度に反映しているため、決算の計数と一致しません。


